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Ⅰ 就労可能性判断の問題点と仮説 
 
１．就労可能性判断の問題点 
私傷病に陥り従前の職務を遂行できなくなった労働者は一般的に、就業規則等に規定さ
れている傷病休職に入る。就業規則上に傷病休職に関する規定がある場合には、使用者は
休職を命ずることなく労働者を解雇することは原則として許されない。そして、その後傷
病が回復した、あるいは休職期間が満了した場合には、使用者は当該労働者の就労可能性
を判断し復職などその後の処遇を決定することとなる。しかし、使用者が傷病に陥った労
働者の就労可能性を判断する具体的な方法について、現行法上は何ら規定がない。したが
って、どのような基準あるいは方法で就労可能性を判断するかについては、基本的には使
用者が決定することができる。もっとも、現在では労働者が提出した医師の診断書をもと
に使用者が判断をするという方法が一般的であり、就業規則等でその旨を定める企業も多
い。また、労働者の復職の可否が問題となった裁判例のなかには、使用者は労働者が復職
の際提出した診断書の内容を原則として充分尊重すべきであり、復職を拒否する場合には、
その合理的理由を当該労働者に明示すべき義務がある、とするものがある。したがって、
傷病に陥った労働者の就労可能性については、最終的には使用者が自ら判断することがで
きるとしても、診断書の内容に反するような人事権行使を行う場合には、合理的理由が必
要と解されよう。総じて使用者には、できる限り診断書の内容に即した判断が要請されて
いる。 
しかし、主治医の診断書をおもな判断材料とすることに対しては、様々な問題点が指摘
されている。具体的には、①診断書の内容に労働者の意向が反映されている可能性があり、
そもそも医学的に正確ではない可能性があること、②企業に存在する具体的な職務との関
係で就労可能性が判断されているか不明であること、③傷病が回復したことと就労可能で
あることが混同されているおそれがあること、④記載内容が不明確である場合があること、
等の問題点がある。したがって、診断書を判断材料とすることは必ずしも適切な結果を生
まない可能性がある。現在では精神疾患など、症状が不安定かつ不明瞭な傷病が増加して
いるなか、使用者は傷病に陥った労働者の就労能力を適切に判断することが出来なくなっ
ており、処遇の適否を巡って、少なからず紛争が生じてしまっている。 
 
２．仮説 
このような問題が生じてしまっている根本的な原因はどこにあるのか。この点につき本
稿では、「わが国の産業医が歴史的にも制度的にも使用者の助言者・補助者に過ぎないこと
で、使用者が傷病に陥った労働者の処遇を決定する際に産業医学の専門家が十分に関与で
きなくなっている。このことが、現在の混乱が生じてしまっている根本的な原因ではない
か」という仮説を設定した。そして、この仮説を検証する方法として、わが国の法制度と
フランス労働医及びフランス労働医が有する就労可能性判定機能との比較法的分析をおこ
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なうこととした。以下、この仮説を検証する。 
 
 
Ⅱ 仮説の検証 
 
１．産業医の制度的位置付け 
 
（1）日本 
わが国の産業医は、戦前の工場法の時代にその起源をみることができる。軍需産業の増
大などを背景として、悪化した安全衛生環境を改善し労働者を保護する政策が求められて
いた。そこで、1938年の法改正により、常時 500人以上の職工を使用する工場では「工場
医」を選任することが義務付けられた。工場医の職務は「工場及其ノ付属建築物ニ於ケル
衛生ニ関スル事項」とされていたほか、工場主の義務の履行者として労働者の健康診断を
実施したり工場を巡視することなどが規定されていた。しかし、具体的な規定はほとんど
ない状況であった。 
戦後になり、労基法および関係法規が整備されたが、旧安衛則 11条により「医師である
衛生管理者」制度が創設され、常時 50人以上の労働者を使用する場合には、医師である衛
生管理者を選任することとなった。医師である衛生管理者の職務は、工場医の時代よりは
詳細に規定された。しかし、基本的には使用者がおこなうべき衛生管理業務を補助的に遂
行するのみであり、それ以上の権限はなかった。また、健康診断以外は医師でない衛生管
理者と職務内容は同じであり、それぞれの職務につき医学的な知見をも加味して遂行する
独自性がある点以外に、医師である衛生管理者がおこなうべき独自の職務が規定上は存在
しないような状況であった。 
その後、1972 年に安衛法が制定された際に、医師である衛生管理者は「産業医」に名称
変更された。そして、医師である衛生管理者の時代とは異なり、産業医独自の職務内容も
明記された。しかし、立法時の衆議院社会労働委員会では、政府の担当者が「『産業医』に
つきましては、いままで医師である衛生管理者という制度をこういう表現に変えたわけで
ございますが、従来の医師である衛生管理者と内容は同じでございます」と述べている。
このことから、政府としては、名称を変えたことで制度を抜本的に変更する意図は無かっ
たことが伺える。立法時には産業医の職務遂行における独立性・中立性を高めようと、選
任は衛生委員会等でおこなうべきとの議論もあったが、使用者の助言・補助機関に過ぎな
いのでその必要はないとされていることからも、そのことを伺い知ることができる。 
このような形成経緯から分かるとおり、わが国の産業医は、そもそも使用者の助言・補
助機関以上の役割を与えられた存在ではない。また実際の制度上も、基本的には使用者に
対して助言・指導すること以上の権限を持っているわけではない。たしかに、1996 年の安
衛法改正により、勧告権が法律上の制度になったことから、表面的には産業医の権限が強
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化されているようにも見える。しかし、勧告権とは言っても、使用者はその勧告を尊重す
る義務があるのみであり、とりわけ強制力があるものではない。 
産業医が使用者の助言・補助機関以上の権限を有していないことが、産業医の制度設計
にも大きな影響を及ぼしているように思われる。まず、産業医の専門性という点でいうと、
産業医が使用者の助言・補助機関に過ぎないことで、産業医制度自体の重要性があまり意
識されず、その結果産業医の専門性を高めようとする議論は遅れてしまった。また、同じ
産業医であっても、その専門性に大きな格差が生じてしまっていることも否定できない。
産業医は、1996 年の安衛法改正により、労働者の健康管理等を行うのに必要な医学に関す
る知識について厚生労働省令で定める要件を備えた者でなければならないこととなった
（安衛法 13 条 2 項）。この規定に基づき、安衛則では具体的な資格要件が定められている
（安衛則 14 条 2 項）。しかし、産業医の圧倒的多数を育成している日本医師会の研修は、
必ずしも十分なものとは言えない状況にある。また、産業医学の専門家を育成することを
目的に創設された産業医科大学において専門的に産業医学の教育研修をうけた者は、場合
によっては医師免許取得後、さらに数年間の産業医学の教育研修課程を経ているが、この
ような産業医と日本医師会の研修をうけたに過ぎない産業医とでは、専門性に著しい格差
が生じている。 
次に、産業医が使用者の助言・補助機関以上の権限を有していないことが、産業医の職
務遂行における独立性・中立性という点にも大きな影響を及ぼしていることも指摘しうる。
産業医の職務遂行における独立性・中立性をどう担保するかについては、1972 年の安衛法
制定の際には国会においても議論があった。そして、この議論の中では、産業医は衛生委
員会が選任すべきとの意見も出された。しかし、立法時の衆議院社会労働委員会において、
政府の担当者は、産業医は「ただ使用者が、自分が法律で課せられておる義務を行なうに
ついての医者としての助言、協力をしてもらう人でございますので、事業主に選任をさせ
ること」にしていると述べている。このことから、政府は産業医を使用者が職務を遂行す
る上での助言・補助機関に過ぎないものととらえており、したがって職務遂行における独
立性・中立性を担保する必要はないと考えていることが伺える。 
このように、わが国の産業医はその制定経緯あるいは制度設計から見て使用者の助言・
補助機関以上の役割を与えられておらず、その帰結として、産業医の専門性および職務遂
行における独立性・中立性に関する議論があまり活発化しないまま、現在に至っている。 
 
（2）フランス 
フランスでもわが国と同様に、戦前から、健康診断や診察をおこなう医師としての工場
医が事実上の制度として広まりつつあった。しかし、労働医制度が一般化する以前の極め
て早い段階から、労働医学の専門家を育成しようという動きを伴っていた点で、わが国と
は大きく異なる。第 1 次世界大戦以降、軍需産業の増大による大規模工場化および植民地
諸国からの移民労働者の増加等をうけて、労働災害の増加や工場内の衛生環境の悪化など
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が問題となっていた。そこで政府は、労災補償の対象となる職業病の範囲を拡大するため、
1927 年 2 月 19 日のデクレにより、補償の対象となっていない職業病のリストを作成し、
その発生頻度の調査に乗り出した。しかしその過程において、一般の医師に過ぎない工場
医では、労働者がそれらの職業病に罹患しているか否かを的確に診断できないことが問題
となり、労働医学の知識をそなえた医師をいかに育成していくかが課題として浮かび上が
ってきたのである。同じ時期にフランスのリヨンで労働医育成を目的とした国際会議が開
催されたこともあり、フランスでは早い段階から労働医学の専門的教育をおこなう機関が
創設されていった。 
また、労働医制度の成立当初から労働医の職務遂行における独立性・中立性を保障しよ
うとする議論がなされていた点も、わが国とは大きく異なる。1946 年に労働医制度を一般
化する際には、労働医は公衆衛生学的・社会医学的観点から職務を遂行する者であるので、
国の衛生政策の一端を担う公務員とすべきとの議論もなされていた。結局この案は財政上
の理由から実現しなかったが、その代わり、労働医の労使からの中立性が重視され、労働
医の選任と解任には企業委員会等の同意が必要とされた。 
このような歴史的背景があることから、フランスの労働医は今日に至るまで企業の労働
環境を監視したり各種調査をおこなう第三者機関的な位置付けを与えられており、専門性
および職務遂行の独立性・中立性が強く保障されている。  
 
 
 
２．就労可能性判定判断と産業医の関与 
 
（1）わが国の産業医と就労可能性判断への関与 
 使用者が傷病に陥った労働者の処遇を決定するに際して、わが国では産業医に特別な位
置付けを与えていない。前述のとおり、使用者は主治医の診断書をもとに労働者の処遇を
決定するという方法が一般的である。ただし、企業によっては、主治医の診断書と併せて
産業医あるいは会社指定医の意見書も判断材料とするところもある。しかし、どの判断を
採用するかは使用者に委ねられており、産業医の判断が重視されているわけではない。 
 
（2）フランス労働医が有する就労可能性判定機能 
 一方、フランスでは、傷病に陥った労働者が復職する際には、原則として労働医が行う
復職時健診を受診しなければならない。そしてその際、労働医は使用者に対して、労働者
の健康状態に応じて配転などの人事上の提案をすることができ、この提案には一定の法的
拘束力がある（人事上の提案機能）。また、労働医が従前の雇用に職務適格性があると判断
しない限り、当該労働者は従前の雇用に復職することはできないし、労働医が従前の雇用
に不適格であると認定しない限り、使用者は当該労働者の配置換えや解雇等を検討するこ
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とができない（適格性判定機能）。労働医がこの人事上の提案機能および適格性判定機能か
らなる就労可能性判定機能を有していることで、使用者が傷病に陥った労働者の処遇を決
定する際には、原則として労働医が制度的に関与することが認められている。また、使用
者は、不適格認定を受けた労働者について、労働医の人事上の提案を考慮しつつ、当該労
働者に対し再配置等を打診しなければならない。 
フランス労働医が有する適格性判定機能は、1946 年の労働医制度の一般化以前から、優
生学的観点とも結びつき、感染症・性病などにより労働能力が衰えた労働者を職場から強
制的に排除する機能を果たしていた。1946 年以降もこのような機能は引き継がれたことか
ら、労働医による不適格認定がなされたことは不可抗力による契約解除事由であるとされ、
労働者を雇用関係から強制的に排除する強力な効果をもたらすものとして存在していた。 
 しかし、その後 1981年と 1992 年に使用者の再配置等打診義務が法定されたことで、不
適格認定が有していたこの機能の意味合いは大きく変化することとなる。この再配置等打
診義務は、1970 年代を通じて労働災害が減少せず高止まっていたという状況のなか、労働
災害に見舞われた労働者の雇用を保護するために法定されたものであったが、後に私傷病
についても制定された。この再配置等打診義務が法定されたことで、使用者は、不適格認
定を受けた労働者に対して、労働医の人事上の提案を考慮しつつ、当該労働者の健康状態
に応じて配転や労働ポストの内容の変更など、適切な再配置先を検討し打診しなければな
らなくなった。このことにより、労働医のおこなう不適格認定が、従来のような労働者の
雇用の終了をもたらすものではなくなり、傷病に陥ってしまった労働者の雇用保護の起点
としての機能を果たすものとなった。現在、労働医が有する適格性判定機能は、人事上の
提案機能ともあいまって、労働者の雇用保護および健康保護のため、重要な機能を有する
に至っている。 
そして、近年の立法および判例の展開により、労働医が有する就労可能性判定機能はさ
らに強化されている。まず、1990 年に労働者の健康状態を理由とする差別禁止規定が導入
されたことで、労働医の不適格認定がもたらす効果が変化した。これまで労働医による不
適格認定を経ずにおこなわれた解雇は違法とされるのみであったが、この立法により無効
とされるようになり、労働医の不適格認定の有無が傷病に陥った労働者の雇用の帰趨にさ
らに重大な影響を及ぼすようになっている。 
また、労働医の提案内容は精神疾患など傷病の多様化や雇用環境の複雑化をうけて柔軟
化しており、狭い意味での再配置のみならず、就労環境の改善や給与体系の変更など、さ
まざまな内容の提案を行うことができるようになってきている。さらに、近年裁判例によ
って形成された「安全に配慮する結果債務」の援用により、使用者が労働者の再配置等を
検討する際の労働医の手続的関与がこれまで以上に保障されるようになってきている。こ
のように労働医が意見を述べる内容や機会が拡大されていることで、使用者が傷病に陥っ
た労働者の処遇を決定する際には、労働医学の専門家である労働医の意見をより一層考慮
しなければならないようになっている。 
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もっとも、現在では労働医が有するこの就労可能性判定機能には多くの問題点が指摘さ
れており、改革議論のただなかにある。この改革議論は極めて多岐にわたるが、精神疾患
など症状の不安定かつ不明瞭な傷病が増加していることをうけて、使用者が再配置等を検
討しやすいように、できるだけ早い段階から政府機関や企業委員会、主治医など、労働医
以外の多くの専門家が学際的に関与して使用者に提案をおこなうことで、労働者の復職を
円滑におこなえるようなシステムを構築しようとする見解が有力である。たとえば 2009年
9 月 11 日に労使代表によって協議された「労働医学の現代化に関する協定議定書」によれ
ば、まず、労災補償制度上の医療保険医が休職中の労働者の傷病の安定化および復職の時
期を予測した場合には、医療保険医が、医療保険医および労働医、場合によっては主治医
などの合議体による委員会を組織すべきとする。そして、当該労働者に対し復職「前」健
診を受診させ、この健診の結果得られた資料等をもとに、当該委員会は労災保険のネット
ワークおよび政府機関と連携の上、使用者に対し、労働者がよりよい労働条件のもとで労
働を再開できるような提案を行うとされる。この改革案においては、労働医は人事上の提
案をおこなう委員会のメンバーのひとりと位置づけられ、従来のように労働者の再配置先
を単独で判断することはない。しかし、労働医の就労可能性判定機能そのものを廃止しよ
うとするものではないし、労働者の症状と企業の就労環境の双方に熟知している労働医に
対しては、ますます大きな役割が期待されている。結局この議定書は白紙となったが、そ
の後の法改正により復職「前」健診が義務化されるなど、この議定書の方向性は一部法制
度化されている。 
以上みてきたように、フランス労働医はその成立当初から、傷病に陥った労働者の就労
可能性を判定する機能を与えられていた。そして、その就労可能性判定機能は、時代の要
請に応じて、労働者の雇用を終了させるものから労働者の雇用を保護するものへと変化し
ていき、近年さらにその機能は強化されている。精神疾患等新たな傷病の増加等の影響も
あり、現在では多くの問題点が指摘されているものの、それでも依然として、労働者の健
康保護および雇用保護のために中心的な機能を担い続けている。 
 
 
３．日仏における産業医の制度的位置付けの相違とその就労可能性判断への影響 
 
フランスが労働医に就労可能性判定機能という強力な権限を与えることができたのは、
ひとえに、労働医制度に対する強い制度的信頼があるからにほかならない。前述のとおり、
フランスの労働医は、公衆衛生学的観点から企業の労働環境を監視したり各種調査をおこ
なう第三者機関としての性格が強いものとして制度設計されており、専門性および職務遂
行における独立性・中立性が非常に強く保障されている。そのため、傷病に陥った労働者
の就労可能性を判定し、また雇用保護のため使用者に人事上の提案をするという、極めて
専門性・中立性の要求される任務を担うことも可能となっているのである。たしかに、現
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在では精神疾患等の新たな傷病が増加していることもあって、労働医が有する就労可能性
判定機能に対し様々な問題点が指摘されている。しかし、使用者が傷病に陥った労働者の
処遇を決定する際に、労働医が制度的に関与すること自体に対して疑問を呈する見解は見
あたらない。高い専門性と職務遂行における独立性・中立性が保障され、労働者の健康状
態と労働環境の双方を熟知する労働医に対しては、以前にも増して重要な役割が期待され
ているのである。結果として使用者は、労働医学の専門的知識を有する労働医から適格な
判断材料を得ることができるため、わが国に比して適切な処遇を行うことができる状況に
あるものと考えられる。 
一方わが国では、前述のとおり産業医はあくまでも使用者の助言・補助機関としての位
置付けしか与えられておらず、依然として、その権限は曖昧なままである。そのため、産
業医の専門性を高めようとする議論は遅れたうえ、育成システムに格差があってもいまだ
是正されない状況にある。また、そもそも産業医は使用者の助言・補助機関以上の存在で
はないので、職務遂行における独立性・中立性を強く保障すべきとの指摘もほとんどなさ
れなかった。その結果、産業医に対する制度的信頼は、制度全体としては、必ずしも高い
ものとはなっていない。このような状況のもとでは、傷病に陥った労働者の就労可能性を
判定し、また雇用保護のため使用者に人事上の提案をするという、極めて専門性・中立性
の要求される任務を産業医に担わせることは困難であると言わざるを得ないのである。結
果として使用者は、産業医学の専門的知識を十分に持つ専門家から適格な助言を得ること
ができず、傷病に陥った労働者を、その症状に応じて適切に処遇することができなくなっ
ている。また、労働者としても、産業医学の知識が必ずしもあるわけではない医師の診察
に頼らざるを得ないため、就労能力を正確に使用者に伝えることができず、休職と復職を
繰り返すなど労働者としての地位が不安定となっている。現在の状況は、労使双方にとっ
て不都合な状態にあると言えるのである。 
以上の検討により、冒頭で定立した仮説、すなわち、「わが国の産業医が歴史的にも制度
的にも使用者の助言者・補助者に過ぎないことで、使用者が傷病に陥った労働者の処遇を
決定する際に産業医学の専門家が十分に関与できなくなっている。このことが、現在の混
乱が生じてしまっている根本的な原因ではないか」という仮説は、一定程度検証すること
ができたと言えるだろう。 
 
以上 
